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平成19年の千葉県内の賃金不払いの状況

　　賃金不払い件数が5年ぶりに増加　
　　　　　　　 　　不払い総額は前年の1.4倍に　　

　　　　　　　　　　　　　　　

千葉労働局（局長EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ほんま),本間)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふみよし),文佳)）は、平成19年に千葉県内の労働基準監督署(８署)において処理した賃金不払い事案の状況及び未払賃金立替払制度の運用状況を取りまとめた。　

近年、景気回復が緩やかながら続いていた影響により、過去最悪であった平成14年を頂点に、不払い件数、不払い総額及び労働者数は減少傾向を示していたが、平成19年は不払い件数・賃金不払い総額がともに増加に転じた。　
賃金不払い件数は５年ぶりの増加となり、賃金不払いの総額は退職金不払いの大幅な増加により前年の5億2,854万円から7億4,189万円へと1.4倍となった。　　　　　　　　　
　　

１　賃金不払い事案の状況（グラフ1,2及び表1、2参照）

　(1)　平成19年の県内の賃金不払い事案は、

　　　①　件数は775件（前年比2.2％増）　　

　　　②　不払い金額は7億4,189万円（前年比40.3％増）　

　　　　　　うち、定期賃金の不払い額は4億4,672万円(前年比6.9%減)
　　　　　　　　　退職金の不払い額は2億9,517万円(前年比544.3%増)　
　　　③　不払いを受けた労働者数は1,608人（前年比10.0％減）

　　 となった。

　(2)　業種別にみると、

(1)　件数では、①建設業②商業③接客娯楽業④製造業

(2)　労働者数では、①接客娯楽業②商業③製造業④建設業

(3)　不払い金額では、①製造業②建設業③商業④接客娯楽業

の順となっており、特定の業種において多くの賃金不払いが発生している。

　　※　賃金不払い事案の数値は、各労働基準監督署で処理した事案のうち金額等が確定

したもの。　　

２　未払賃金立替払制度の処理状況の概要（表３参照）
　　千葉県内の労働基準監督署における未払賃金の立替払いの処理件数（監督署が行う事実上の倒産の場合に処理した件数）は、厳しい経済情勢の影響により高水準で推移してきていたが、企業数では平成13年を頂点に、立替払金額及び労働者数では平成14年を頂点に減少傾向にあり、平成19年は45企業、396人の労働者に対し、総額約1億8,600万円が立替払いされた。　

· 未払賃金の立替払制度は、企業が倒産したために賃金が支払われないまま退職

した労働者に対して、一定の条件を満たす場合にその未払賃金の一定範囲につい

て事業主に代って支払う制度。　

３　千葉労働局の今後の対策について　　

(1)　労働基準監督署には、賃金不払いを始めとして解雇等の労働基準法違反に関する申告(※)や労働条件に関する相談等が、依然として数多く寄せられている。

(2)　平成19年に千葉県内の労働基準監督署が取り扱った申告件数は1,314件であるが、このうち賃金不払いに係るものは872件となっている。

(3)　賃金は労働者にとって生活の基盤であることから、千葉労働局としても賃金の適切な支払いを含めた労働条件の確保・改善を最重点施策として位置づけており、各労働基準監督署においては賃金不払い等労働基準関係法令違反に係る申告処理を迅速に行うことはもとより、賃金不払い等を未然に防ぐための監督指導を計画的かつ積極的に実施することとしている。

　　※　申告とは、労働者自身が事業場の労働基準関係法令違反の事実を労働基準監督署に申し立てその是正を求める制度。

　

